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地域の情報政策一ーその歴史と課題，展望.

岡山情報ハイウェイと他地域を比較して
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Atte皿ptsby the Japanese Government or Local Governments to introduce 

"New Media" have repeatedly resulted in failure. Challengers to those busi-

nesses such as CAPTAIN (Japanese model of Videote玄)or CATV (Cable Tele-

vision) have encollntered very severe cirCllmstances. However. with the "Internet 

Revolutionぺwehave entered a new phase. The Okayama Informa世onHighway 
is highly regarded as a potentially successful attempt of Local Government to 

arrange Information lnfras廿uctureand encourage Information lndus廿ies.Here. 

1 stady the history and the featare of the Okayama Informa世onHighway. corn-

paring it with Gifu and Kochi. both regarded as Advanced Prefectures in 

Information-Communication Policies. whereas Hiroshima is behind these prefec-

tures 

Key、1I0rds{キーワード)
Regional Infor田ation-Co皿municationPolicy (地域情報化).Internet Revolu桓on

(インターネット草命). Publica世田 ofGovernment's or Local Government's 

Infor皿a世on{情報公開)

1.はじめに

「地域情報化」の必要性古溝られ出してから久

しい ここ20年ほど，自治体行政のキャッチフレー

ズは，国際化と共に情報化が主主になってきた.最

近ではこれに高齢化，少子化対策などが加わって

いるが，情報化は相変わらず重要なテ』マである.

だが，地域情報化の歴史は失敗の歴史である.キャ

プテン，ケーブルテレビ (CATV)など，パラ

色の夢を描いて始められた事業の多くは挫折した

り，いまだに赤字を抱えて苦難の道を歩んでいる.

技術の発達に過度の期待を抱いたり，業界育成の

口車とは裏腹のがんじがらめの規制にしばられた

のが大きな原因だが，どうして地域情報化が必要

なのかという意義は，これまであまり検討されて

こなかったのではなかろうか，そこで，その意義

を考えながら各種の「地域情報化Jの足取りをた

どり，最近の「インターネット革命Jの現実化に

よって見えてきた将来像を展望する.具体的には

「情報化先進県」とされる岡山県の「岡山情報ハ

イウェイ」や高知県，岐阜県との比較，これらと

は一歩遅れた広島県の情報化への取。組み，情報
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公開と情報化政策との関連などを中心に，有意義

な地域情報化の達成には何が重要かを論じたい.

2. 1980年代の地域情報化

情報は，全ての生物が生きていくために必要な，

物質，エネルギーと並ぶ基礎的要素である.また，

人間の作る組織も，情報を伝達しあい，処理する

ことによって初めて成り立つものである.その意

味では， r地域情報化」は，人間の社会生活の誕
生とともにあったと言える.思い浮かべやすいの

は，奈良時代からあったといわれる「高札jや，

昭和期の国家殺動員体制の構築に活用された回覧

板などがその代表測だといえよう.

だが， r地域情報化Jという言葉が一般的に使
われるようになったのは， 1980年代以降だ.朝日

新聞の記事見出しデータベースで「地域情報Jと
いう言葉が見出しに使われた倒を調べると， 1972 

年1月11日に「過疎地域情報センターJという言

葉が登場した例はあるが，地域情報化という意味

で使われ出したのは， 1984年10月26日に中曽根首

相に提出された「高度情報社会に関する懇談会」

報告書以来になる.また，山田晴道・東京経済大

学助教授が，国立国会図書館に納本された書物の

データベースである JAPAN-MARCを利用

して，表題に「地域情報」を含むものを検索した

ところ， 1986年2月に出版された『地域情報化戦

略』と，同年3月の『地域情報化入門』が早かっ

たという(同氏ホームページから).

金津寛太郎・前広島市立大学教授は r1960-70

年ころの未来学プームの中で情報社会論がもては

やされ，情報化を徹底した“Wired-ci七，y"といっ

た構想が打ち出されたりした.7昨代半lまからは，

政府主導のニューメディア実験ブームが起こり，

マスコミもニューメディアでもちきりとなった.

多摩CC I S (76-80年)は郵政省が大々的に打
ち上げた未来型コミュニケーションの目玉だった.

通産省は対抗するように，団地の各家庭にカメラ

まで備えた重装備の双方向ケープルテレピ実験，

東生駒Hi -0 V I S (78-86年)を取り上げたJ

<r現代のメディア環境』学文字土 1997)と時代分

けする.

さらに国際大学の宮尾尊弘教授によると「日本

では高度成長が終わった70年代に，生活圏として

の『地域jや『コミュニティjが見直され， r地
方の時代』や『定住圏構想』が打ち上げられた.

それを受けて， 80年代に入り情報化が日本でも国

の大きな課題になった際に，情報化を推進する対

象とし『地域』ゃ『コミュニティjに焦点が当た

り， 83年ころから郵政省や通産省などが地域情報

化のための施策を次々と採用したJ(後述ホーム

ページ)という.

198旧年は国際連合の「世界コミュニケーション

年」とされたが，日本政府はこれを「ニューメディ

ア時代の到来Jを告げる年と受け止め，テレトピ
ア(郵政省)，ニューメディアコミュニティ(通

産省)，インテリジェントシティ(建設省)，グリー

ントピア(農林水産省)など，各省庁が争って地

域情報化の政策を打ち上げた.かつての新産業都

市，工業整備特別地域といった「地域開発政策」

の情報版という趣であった.

これらの政策によって，その後の地域を変える

メディアとして期待されたのはキャプテンとケー

プルテレピ (CATV)だった.

キャプテンは CharacterAnd Pattern Tele-

phone Access lnformation Networkの略.電話

回線を通じて文字や画像を送る双方向のコンピュー

ター通信「ピデオテックスJの日本電信電話公社

版で， 1984年11月からサーピスが開始され，ヨー

ロッパのCEPT，アメリカやカナダのNAPL

PSといった方式と普及争いを演じたが，テレビ

にアダプターを付け，それを電話回線につないで

利用するという操作性の悪さや，アダプターの値

段の高さなどが災いして， 1997年度になっても32

万件程度までしか普及しなかった.世界的にも，

数百万単位で普及Lたのはフランスのミニテル

(本来はシステムの呼び名はテレテルで，端末の

呼び方が一般化)だけだが，これはフランステレ

コムが電話番号案内用の端末として無科で配布し

たことによる.
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CATVは，本来は CommunityAntenna Te必
visionの略で，テレピ局の送信所から離れた山

岡部などで，受信条件の良い山頂にアンテナを立

て，そこで受けたテレピ電波を地域で共有して見

るための施設として発展した.しかし1980年代に

なると通信衛星から多数の番組を受けて加入者に

流すシステムが登場し，日本では都市型CATV
と呼ばれてニューメディアの主役になると期待さ

れた.

1980年代には他に，衛星放送，文字多重放送な

どもニューメディアとして注目されたが，地減情

報化の手段としてはキャプテンとCATVが中心
となり，その普及のために郵政省，通産省などが

助成策を取った.

この代表が，郵政省が指定したテレトピ7と遇

産省のニューメディアコミュニティだ.

テレトピアは， 99年9月に栃木県小山市が指定

されて，全国で181地域 (470市町村)になった.

この小山市では，小中学校各4校が，郵政省と文

部省の連携による学校インターネットに関する研

究開発のモデル校となっており，テレトピア計画

によって，市内の全校をインターネットに接続す

る計画を進める.さらに2000年4月に開局する第

3セクターCATVのテレピ小山並Gき株式会社を，
日本開発銀行の融資などによって支援し，市民が

必要としている行政及びコミュニティー情報を映

像によって分かり易〈迅速に提供し，さらに学校

インターネット接続にも役立てるのがねらいだと

いう.

小山市のテレトピア構想はこのほかに，マ総合

窓口市民サーピスシステムマ鋭急医療支援システ

ムマ図書館ネットワークシステムマ保健・福祉サー

ビス支援システムマ産業情報提供システムマ防災

情報システムマ公共施設案内・予約システム，な

どの整備を目的にあげており，これらは最近，指

定を受けるテレトピアの，いわば標準的なメニュー

になっている.

一方，通産省のニューメディアコミュニテイは，

現在はすでに役割を終えた，という扱いを受けて

いる.インターネットで検索しても，通産省のホー

ムページではニューメディアコミュニティという

言葉も見当たらなくなっている.関連の事業はこ

れまで外郭団体のニューメディア開発協会が進め

てきたが，同協会のホームページによると， 1997 

年までにモデル地域21，応用発展地域72の地域が

ニューメディ7・コミュニティ構想の指定を受け

ている.

同協会は97年3月，ニューメディアコミュニテイ

構想の指定93地域の事業の進展度を評価した報告

書を作った.それによると， rサーピスが多くの
利用者を得て，地域に定着1....システムの機能鉱

張を図るなど，自立的に発展しているJという成

果を上げたのは，わずカ>10%の9地域しかない.

「サーピスが多くの利用者を得て，地域に定着し

ている」という『普及定着設階j の21地域

(23%)を合わせても，三分のーに過ぎない.rサー
ピスを開始しているJという『システム構築段階』
にとどまっているのが36地域 (39%)あり，指定

は受けたものの計画段階，あるいはシステム構築

途上にとどまり，サーピスを開始していないのが

お地域 (27%).いったんサーピスは始めたもの

の，事業から撤退したのも 2地域 (2%)ある，

指定を受けたのは.1984年(昭和59年)の熊本

市，盛岡地域，高崎市，長岡市，西脇市，横浜市，

大分地域，入西地域(愛媛県)以来，昭和年間だ

けで63地域にのぼった.最後に1995年(平成7年)

に羽曳野市古室指定を受けてからでも 2年近くたっ

ていることを考えると，この構想、がいかに成果を

上げなかったかが見て取れる.

このため通産省は99年5月.r地域情報化の再
活性化及び先進的情報システム導入のための調到

を行うことになり， rニューメディ 7・コミュニ
ティ構想指定地域の中で事業が停滞，断念又は運

営続行が困難といった地域」などを対象に，調査

の希望地域を募集した.結局，ニューメディア・

コミュニティ構想は事実上の幕引きをし， r先進
的情報システム導入」という形に立て直しを始め

たわけである.

郵政省は，通産省のようにはっきりテレトピア

構想の失敗を認めているわけではないが，実情は
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似たようなものである.こうした80年代からの地

域情報化政策の失敗の原因として，国際大学の

宮尾尊弘教授は

1. rまず情報化ありきJと，中央省庁が地域の
情報化を推進しようとしたこと自体に問題があ

り，地域のニーズに応えるというより，国の施

策として各省庁の予算獲得の道具になってLまっ

た.さらに国の施策に乗って，供給側の大企業

が情報通信機器の売り込み合識を演じたことも，

地域のニーズからの遊離を助長した.

2.地域やコミュニティのニーズについても，当

時宜面する問題はたとえば産業公害問題のよう

に比較的単純明瞭で，情報化以前の政治や制度

のレベルで解決可能であり，また解決すべきも

のであった.

3.地域レベルで人が育っていなかったために，

コンピュータを扱える人が少なし導入された

情報システムを地方のニーズに合わせるように

応用したり修正したりすること古?できなかった

4.当時の情報システムが大型コンピュータを中

心とする集中管理型であったため，導入や維持

のコスト古唱し小規模な池域のニーズとのミ

スマッチが大きかった.

5.情報通信インフラの整備も不十分でコストも

高く，特に地方に行くほど通信費が割高であっ

た.

以上の点に加えて，当時の情報システムに適合

し積極的な導入を図った大企業古味京に集中した

影響が各地方に及び，地域情報化の芽を押し流し

てしまったことも大きな要因であった.

ーといった理由をあげている. (http://www. 

)cc.co・jp/皿mbc/ittou/ jp/ 1008it-l.ht凶，http: 

// www.jcc.co.jp /皿皿.bc/ ittou / jp / 1008it-1. 

ht皿1)

筆者は80年代後半，朝日新聞社で，キャプテン，

CATV，文字多重放送などのニューメディア向
け文字ニュースの配信業務を担当したが，受信用

の端末は一向に普及せず，たまに端末があっても，

ニュース画面を呼び出すまでの操作曲濃雑で扱え

る人は少ない，わずか15字X7行程度の画面を表

示するのにも時聞がかかっていらいらさせられる，

などの苦労のし通しであった.街頭にキャプテン

や，場合によっては北米方式のピデオテックス端

末を置いて，観光情報などを見せる，といった試

みは全国でかなり行われたが，端末の物珍しきで

利用された以外は，案内地図やパンフレットを見

た方古ま便利，というのが実情であった.

要するに，新しいメディア技術によってこんな

社会が実現するという期待がふくらみ，事業化に

飛び付いたものの，技術は一般の人が利用するま

でには発達していなかった.さらに，かなり使え

る程度まで技術カぎ改善されても，従来のメディア

を利用してきた人間の生活習慣を変え，生活に取

り入れられるようになるには時聞がかかる，とい

うことであろう

3. 1990年代には地域の主体性重視へ

こうした中央主導の地域情報化に対して， 90年

代になると，より地域の特性を重視し，地域が主

体的に取り組む情報化の必要性が意識されるよう

になった.1991年には自治省が地方自治法を改正

し， r情報に関すること，通信に関することJを
地方公共団体の本来事務として明文化した.これ

に伴う「地方公共団体における地域の情報化の推

進に関する指針」では，各団体が「地域情報化計

画Jを策定することの重要性を指摘した.この時
期から，地域の情報化政策は第2期に入ったとさ

れている.

この[地域情報化計画」は，自治省の98年4月

1日現在の調査によると，都道府県では46団体が

策定済みで，残る 1団体も現在策定中という.た

だ市区町村になると， 3255団体のうち683団体が

策定済み又は策定中(策定済み643団体，策定中

40団体)だが，まだ79%に当たる2572団体が未策

定となっている.

これらの地域情報化計画で取り組む内容は，防

災情報，緊急通報システム，行政情報提供システ

ム，行政窓口サービスオンラインシステム，気象・

水防情報システム，図書館情報ネットワーク，保
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健医療情報システム，産業情報提供システム，地

域・タウン・イベント情報提供システム，観光物

産情報提供システムなど多岐にわたっている.使

われる手段私消防防災行政無線，公衆国練，専

用回線， CATV，ピデオテックス，衛星ネット

ワーク，ハイピジョン映像など様々だ.

郵政省や通産省は，こうした地域に対して，様々

な情報化政策のメニューを用意して，希望した地

域に助成する，という政策を取るようになった.

テレトピアやニューメディア・コミュニティで先

進的な地域を指定して育て，そこで達成したモデ

ルを他にも及ぼそうという池域政策的な手法から

は，一歩退いた姿勢に変わったといえよう.その

代わり，熱心な地域と不熱心な地域との格差が生

じるのは当然，という突き放した態度を率直に表

明してもいる.

以上が90年代に取り組まれている地域情報化の

一端だが，情報化の効呆にはまだまだ疑問を持つ

自治体も多いようだ.市区町村でB割近くが「情

報化計画」さえもまだ作っていない現実がそれを

示しているが，都道府県段階でも，広島県の情報

政策担当幹部は筆者に「本当に取り組んでいるの

は4ヵ所だけでしょうJと率直な感想を漏らした

ことがある. 4カ所というのは，岐阜，岡山，高

知，大分の各県である.

4.地域の側の条件

地域情報化には，これまでに述べた中央官庁か

らの政策，あるいは情報通信関連産業からの働き

かけという流れのほか，地方公共団体の側にもそ

れに取り組む背景があった.それは，行政事務へ

の電子計算機の導入に伴って，情報処理を担当す

る職員が増え，行政事務の効率化だけでなく，住

民へのサーピスキ地域の振奥にコンピューターを

生かそうとする意欲も高まったことだ.

地方公共団体における電子計算機等の利用状況

については，自治省情報政策室が毎年の調査結呆

を発表しているが，電子計算機(パソコンを除く)

の利用は，都道府県，指定都市及び特別区及ぴ市

では，昭和56年(1981年)以降金団体で利用され

るようになり，一般の市町村でも98年には全市町

村の98.8%に当たる3182市町村(うち市657団体，

町村2，525団体)で利用されている.

都道府県で初めて導入したのは， 1963年の東京

都と神奈川県で，市町村では1960年の大阪市が最

初だった.60年代以降は各地に行政や中小企業な

どの業務を議け負う「電子計算センターJの誕生

が目立つようになったが，こうした企業や，そこ

で育った人材が80年代後半，各地で「地域キャプ

テン会社Jを作ったケースが多い.地域キャプテ

ン会社は，今も各地で苦闘しているの時膜だが，

計算センターという形で全国にまかれたコンピュー

ター利用産業の種子からは，インテツク(富山市)

のような有力情報企業が育ったりもしている.

5. rイン9ーネット革命」で一変

先に「本当に取り組んでいるのは4県だけ」と

いう広島県の担当者の芦を紹介したが，筆者も

「情報化Jの効果には長い間，疑問を持ち続けて
きた.r情報化によって社会や地域はこう変わるJ
とパラ色の夢が描かれるようになって久しいが，

5年ほど前までは，その億測さを実感したのはファ

クシミリの普及くらいだったからだ.r農業革命，
産業革命に続く第三の草命Jなどと言われながら，

情報革命よりはむしろ「交通革命」の方が，我々

の生活に与えた影響は大きいのではないか，とい

うのが実感であった.

だが「ウインドウズ95Jの登場をきっかけにし

て家庭にまで入り込むようになったパソコンと，

その直前に商用化されたインターネットの普及は，

f情報革命Jを具体化させたといえよう.

80年代の地域情報化，あるいはニューメディア

の失敗の最大の原因は，新技術に対する期待のふ

くらみに対して，一般の人が使利に使えるまでに

技術が発達していなかったことにあった.これは

既に指摘した通りだが，インターネットは，この

壁を破る技術のシステムになろうとしている.無

論，パソコンはまだまだ使いにくい道具である.
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発達のスピードが速すぎるため，メーカーは一般

の人に使いやすくすることよりも，性能を上げた

次の製品を出すのに追われる，といった状態が続

いている.日本人にとっては何より，英語の世界

で作られた基本的な用語や使用法を理解するのが

壁になる.だが，そうしたマイナス要因にも拘わ

らず，インターネットの普及は社会，経済，政治

の各面や人間の知的生活に「革命」を起こしつつ

ある，と言えよう.

この「革命Jの中で，多くの人が真っ先に指摘

するのが「距離と時間の壁をなくするJという効

果だ.すなわち「地域jにとって，その影響が極

めて大きいということである.

筆者には10年ほと前，新聞社時代の先輩が四国

のある大学の教授に転職した直後.r四国に行っ
たら情報が入らなくて大変だ」とぼやくのを聞か

された記憶が強く印象に残っている だが，イン

ターネット時代の筆者は，同じ悩みはほとんど感

じずにすんでいる.現在，日本の最大のシンクタ

ンクは震が関の中央官庁だが，そこで出る白書や

審議会資科などの多くが，わざわざ足を運ぱなく

ても簡単に，しかも無料で入手できる.あちこち

で闘かれる講演会やシンポジウムの内容も，最近

はインターネットで見られる場合が多くなった.

さらに“新米教師"の筆者にとってありがたいの

は，かなりの責主主方が講義テキストなどをインター

ネットで公開してくれていることだ.これまでの

学問体系の学習が不十分な筆者にとって，学会の

権威や新進研究者の講義を手っ取り早く踏まえて

自分の講義を組み立てることが出来るのは，何よ

りのことだ.

この卑近な体験はさておいても，インターネッ

ト由苛士会革命を起こしつつあることは，枚挙に~

がない.証券取引が，手数料の自由化と共にイン

ターネット利用に急速に移行しつつあることは，

99年秋の経済ニュースの大きなテーマだL.次に

は自動車販売の電子商取引化が本格化しつつある.

これらは，これまで全閏に強大な販売組織を敷く

ことによってその地位を築いてきた業界の強者の

地位を脅かすだけでなく，取引に比較の機会を増

やし，取引のスピードも上げることによって，価

格形成をはじめとした経済社会のあり方を大きく

変えることになる.

地域経済にとっては，明治以来の百年以上にわ

たって続いてきた中央集権化，東京への一極集中

に歯止めをかける可能性が出てきた.電子商取引

では，地方の中小企業も東京や大阪に本社を置く

大企業と同じ条件で競争することが出来る.無論，

これまでに築き上げてきた信用力などは，電子商

取引を中心にした「サイバー経済Jの時代になっ
ても不変の要素である.だが，本当に良い商品を

提供できる企業にとっては，東京も地方も変わり

なく競争できる場が用意されることになる.

i働く場としても，大都市が有利，という要素は

薄らぐ.首都圏のサラリーマンは，毎日 1時間2

時間ものラッシュにもまれ，値段の割には狭いマ

ンションで窮屈な暮らしをする，といったマイナ

ス面を我慢しながらも，都会生活の便利さ，社内・

社外での情報入手の有利さと「人脈Jの形成，な
どに魅力を感じていた人も多かった.だが，テレ

ビ電話や電子メ-)レの発達で，企業の意思決定も

地方分権化が進む可能性が出てきた.自営でベン

チャービジネスを起こす人たちにとっては，自然

に恵まれた地方のSOHO(Sm叫1Office. Home 

Office)で職住一体の生活を送った方が快適で仕

事の能率も上がる，といった条件古墾いつつある.

6.各地の取り組み方

インタ}ネットは距離と時間をなくす情報シス

テムとされる.距離の負担がなくなる社会では，

地域にとって「情報政策Jは不要になるのだろう

か?.決してそうではなしむしろこれまで失敗

してきた「情報政策Jが，本当に意味を持つ時代
を迎えていると言えよう.

そこで，これまで「先進地Jとされてきた地域

を中心に，どんな取り組みがされてきたかを見な

がら， r地域情報化」の意義を考えてみたい.
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.岡山情報ハイウェイ

都道府県の情報化政策の中で，筆者が現在，他

の地域のモデルになると害利回しているのは，岡山

情報ハイウェイである.評価の根拠は後述すると

して，まずその概要を紹介する.

<>岡山情報ハイウェイの概要

岡山情報ハイウェイは， 1996年度から県が中心

になって進めている事業で， r低料金・高速で24
時間いつでも使えるインターネットの利用環境」

を広〈県民に提供するために，県が主体となって

整備している「情報の高速道路」だという.

具体的には，県庁と県内9ヵ所の地方振興局の

聞を高速・大容量(155-622Mbps)の光ファイ

パーで結んだ通信網を整備し，これを無償で民間

企業や研究機関，ケーブルテレピ事業者やインター

ネット接続業者(プロパイダー)などの通信事業

者に開放する.

その結果，県内全域で市内科金，または月額

200円を払えば市内料金扱いを受けられる隣接区

域科金でインターネット利用が可能になった.こ

れは一部の地域プロパイダーの値下げにつながり，

CATV会社は月額.6000円程度での高速・つなぎっ

ぱなしのインターネット利用のサーピス提供を始

めた.

情報ハイウェイは， 98年4月には一応開通した.

しかしこれは，県庁~倉敷地方振奥局間を建設省

の道路管理用光ファイパーを借りて155Mbpsで

結んだほかは， NTTの専用回線の借り上げで，

因縁速度も1.5Mbpsだった.その後，全部を155

Mbps以上の自前の回線に切り替える工事を進め

ており，特に県庁~津山地方振興局間は622Mbps

の高速になる.

通信事業者金ぎ敷設するはずの回線を公共団体で

ある射さ敷設することの意義は何か.問題はない

のだろうか.

まずコストの問題だが，県情報政策課によると，

岡山情報ハイウェイの事業費は， 96年度から2000

年度までの5年間で34億円だという，このうち自

設線の敷設経費は約17億円だが， 1 km当たりの

敷設費は430.万円ほどだという.道路の建設だと，

1血造るのに100万円もかかるのが普通だから，

これに比べればケタ迫いに小さい投資規模だ.

とは言っても，効用がないものなら投資は無駄

だ.しかし，高速インターネット回隷の利用環境

を整えることの必要性は，今や自明のことになり

つつある.問題は公共団体が敷設することの是非

だが，これについて岡山県は「プロパイダーにとっ

て，過疎地域まで自ら通信回線を延ばしてインター

ネットの接続点を設置することは，採算性の商か

ら困難でしたが，県の回線を利用することで回線

経費のコストが低減でき，すべての地方振興局所

在地にインターネットへの接続点が設置されまし

た」と説明している.(fそこが知りたい岡山情報

ハイウェイ』岡山県企画振奥部1999年10月)

通信設備の提供は，電気通信事業法によって第

一種電気通信事業者として郵政省の許可を受ける

必要がある 県が通信回線を整備して，しかも無

料で提供することは「民業圧迫」との批判を受け

る可能性もある.また，技術の発達のスピードが

極めて速い通信設備を，県が自前で持つでも，す

ぐ陳腐化して無駄になるのではないか，という懸

念もある.だが，県庁企画振奥部情報政策課は

「県が使う行政用のネットワークを一般にも使わ

せるものなので，陳腐化したとしても全〈無駄だっ

たということにはならないし，無料なので通信事

業者ではない，という論理で郵政省にも理解して

もらった」と説明する(向本隆嗣課長代理). 

岡山情報ハイウェイの特徴は，以上のような

「高速ネットワークの整備」に加えて「高速ネッ

トワークの活用」をもう一つの柱にしていること

にもある.そもそも rr情報の高速道路づくり』
を公共事業として進め，これを県民に開放するこ

とで，いち早く情報通信環境の向上を図るととも

に，県民福祉の向上につながるさまざまなシステ

ムの開発・導入を促進することにより，県民が優

れた環境で医療.保健，福祉，教育等公共や民間

の様々 なサーピスを受けることを可能と1."，また，

産業分野においても，この情報通信基盤を活用す

ることにより地域産業の振興を図ろうとするものJ
が目的だとしており，ハイウェイづくりは，県民
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サービスや産業振興に結び付かなければ意味がな

いことになる.このために岡山県が取った手法が

様々の「活用モデル実験Jだ.

これは，情報ハイウェイをどう活用できるか，

県民に参加を呼びかけて，地域コミュニティーや

医療・福祉，教育・文化，産業，行政など幅広い

分野での「アプリケーション」の閲発をしたり，

あるいは情報ハイウェイとCATVなどとの接続

のための技術的実験をするものだ.96年度から 3

年間，毎年38から40の実験が行われた.大学病院

や総合病院と地方の医院や診療所を結んでレント

ゲン写真キCT画像を送受信する実験で，プレス
機に頭を挟まれて頭がい骨陥没骨折になった患者

のデータがいち早く送られて緊急手術に役立つた

とか，地域の回覧板を電子化してインターネット

で利用する仕組みを開発するなど，多彩な実験が

行われた.

<>原動力は建設省から出向の若手課長

以上のような「情報ハイウェイjの建設に，ど

うして岡山県が取り組んだか，地域情報化の進め

方を考える上で，いきさつが参考になる.

阪神大震災でインターネットが役立ったことが

注目された1995年初め，建設省から出向して岡山
県企画課長を務めていた藤井健氏(現・建設省都

市局都市総務課企画官)は「インターネットは世

界を変えるものだJと興奮したという そこでま

ず考えたのが知事をその気にさせること.当時，

岡山の rF1サーキッツト英国」では94.95年と
2年連続で rF1パシフイツタグランプリJが関

催され，長野士郎知事も自動車レースのF1に興

味を持っていた.そこで藤井さんはパソコンを知

事室に持ち込み，南オーストラリア州アデレード

の市街地のレース場の模様や，州政府のホームペー

ジにF1コーナーが設けられていることなどを見

てもらった 州のホームページから民間の行事で

あるFlのチケットまで取れることが分かつて，

知事もすっかり感心したという.どうやらこれ由主

岡山情報ハイウェイの性格を決めることにつながっ

たようである.

藤井さんによると，行政の仕事の大部分は，時

間，距離を無くすために費やしている.ところが

インターネットが，地球規模で時間，距離を無く

していることを実感した知事は「全県民が自由に

使えるように出来んかJと命じたという.そこで

月尾嘉男・東大教授らに相談した藤井さんは，当

時，県内で14%ぐらいまで普及していたCATV
を使ってインタ]ネットを家庭に直結させること

を計画，そのCATVをインターネットと接続す

るために県が光7ァイパー網を引いてしまい，そ

れを民間開放して使わせることを考えた.最初は

通信事業者の回線を借りたり.建設省の道路管理

用の光ファイパーを借りて両端を県の回線で結ぶ

方式.後には借り上げ図様を自前の回線敷設に切

り替えることにした.r県は情報のコンセントを
用意するから.CATV会社はそれに差しに来て
くださいjというわけだ.県は幹線を引くだけな

ので総延長430キロ.20億円までかからない額で，

道路を数キロ作るよりもはるかに安い.

98年度までは実験期間という位置づけだったが，

99年4月から正式運用することになると，電気通

信事業法の第1種通信事業者としての許可を受け

なければならない可能性があった.しかし通信事

業者になると，接続の義務"1:1注じたり，料金を取っ

たりする必要が出てくる.電気通信事業法は，県

がネットワークを開放する，といったことは想定

してないためだ.そこで藤井さんは，この事業を

「第O種電気通信事業Jと位置づけ，郵政省との

交渉に当たった.裁判になることも覚悟したが，

全国知事会会長を務めていた長野知事が「それは

電気通信事業法が悪いjと支えてくれた.郵政省

に頻繁に通って交渉するうち，郵政省も途中から

は協力的になってくれたという.

県庁情報政策課の新旧謀長代理や，藤井さん本

人から聞いた以上の経緯は，藤井きんを持ち上げ

過ぎている印象を与えるかもしれない.だが，

「地域情報化Jが成功するかどうかは， しっかり

した見通しを持ち，周囲をその方向に動かしてい

く有能な推進者，指導者，さらにはそれを理解す

るトップがいるかどうかにかかっている，という

のが筆者がこれまで，各地の実情を取材してきた

日必泊Vゼ
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結論だ.その意味で，中央官庁から出向してきた

エリートという立場をうまく生かした藤井さんの

能力，さらには. 6期24年間も知事を務め，今に

なっては全国の都道府県の中でも最悪水準のパプ

ルのつけを残したことがはっきりした長野前知事

も，情報化については，部下に十分な力を発揮さ

せた功績を評価されるべきだろう.

く〉岡山情報ハイウェイの評価

これまでの記述で，筆者はすでに岡山情報ハイ

ウェイに対して高い評価を与えてきた.県外にい

て，実情に触れたのは数回だけ，あとはインター

ネットなどによる取材だけの知識での断定には，

誤りがあるかもしれない.15年間での投資は34

億円」という説明にも，他県の関係者には「実際

にはその程度ですんではいない.他の経費にもぐ

りこませている部分が大きい」と指摘する人もい

る.だが，以下の理由で，全国の地域情報化のモ

デルになると評価したい.

第一は，事業の開放性だ.県古ぎ引いたネットワー

クを開放するといっても，家庭からじかにハイウ

ェイに接続するわけではない.原則はCATVや

インターネットの接続プロパイダー(IS P)が

回線を接続し，それによって，これまでは採算性

が悪くてインターネット用の回線を引けなかった

過疎地域でも高速のインターネットが利用できる

ようになるのが事業の狙いだ.しかし接続はこれ

らの業者に限るのではなく，県民サーピスの向上

や地域の活性化に役立つような場合には直接接続

も認めることと L.現在.17の事業者や団体古ミ接

続している.しかもその利用については.1日常
生活や医療・福祉，教育・文化ばかりでなく産業

など幅広い分野でご利用いただくため. (1)法律

に違反するような利用.(2)道徳や秩序を乱すよ

うな利用. (3)その他，情報ハイウェイの運用を

妨げるような悪質な利用の3点を禁止事項とL.
それ以外に用途制限を一切設けないこととしまし

たJというのだ.

第二の長所は.96年度から98年度にかけての3

年間，県内外の団体・企業・個人など約300者に

呼びかけて「岡山県高度情報化実験推進協議会」

を作り，情報ハイウェイを活用するにはどうすれ

ば良いか，様々な「モデル実験」を行ったことだ.

情報化は.80年代に東京の武蔵野・三鷹地区で行

われた 1N S (高度情報化システム)実験が「一

体，何を，するんだろう」だと言われて以来，そ

の効果が分かりにくいのが常だった.岡山情報ハ

イウェイも，本格運用に入った今年になってもま

だ.1ハイウェイは作っても何に使えるのか」と，

冷淡に挑めている人が多いのは事実だ.県庁など

を取材している新聞記者でも，同じようにクール

な受け止め方が多いようだ.

しかし，毎年数十の活用実験を繰り返すことに

よって，一部にではあっても情報化への関心古清

まり，インターネットに他の県よりは早くなじん

でその活用への意欲が生まれたことは，地域の今

後にとって，大きな意味を持つだろう.

例えば.98年に話題になったインターネット冷

蔵庫がある.これは岡山市に研究所を持つプイシ

ンク社が，情報ハイウェイ活用モデル実験の一環

として開発したものだ.

また岡県では，県立の学校79校全部カ喝昨10月，

インターネットに接続した.他の都道府県に一歩

先駆けたということが出来，どの学校もそれぞれ

ホームページを開設している.

第三は.1情報化に熱心な先進県だjという評
価を，情報化政策に取り組む全国の関係者から得

たことである.郵政省は98年11月の緊急経済対策

の一環として，研究開発用ギガピットネットワー

クを利用した研究開発を進めることになったが，

このネットワークの交換施設と研究施設が，中園

地方では岡山に置かれることになった. 2.4Gbps 

という，超高速の光ファイパー網を日本列島を縦

断して敷設し，これを研究機関や企業に開放して

最先端の研究開発を進めようというものだが，つ

くば(筑波).けいはんな(京阪奈).北九州の研

究開発施設では大型コンピュータ」を使って超高

速回線のネ、ノトワーク技術そのものや応用研究が

行われるのに対して，岡山では超高速回線から県

の情報ハイウェイを経由して市町村役場やCATV

局，家庭や事業所を結び，光通信技術の研究やテ
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レピ会議の実験が行われる.

いわば中園地方にーカ所だけの，情報の高速道

路のインターチェンジが置かれることになったの

は，岡山が情報ハイウェイで先進県としての評価

を得ていた結呆だが，これによって岡山情報ハイ

ウェイから県下の30の施設への光ファイパーによ

る接続が，国の実験として行われることになった.

情報ハイウェイが，国費によって一挙に充実する

ことになったわけだ.情報化時代のインフラスト

ラクチャー整備に，他地域との競争で一歩先んじ

ることになったといえよう.

第四に，県の行政が県民に開かれたものになっ

たことがある.県のホームページには，まず「県

民と行政との情報共有の実現Jがうたわれ， r私
たちが目指しているのは，物理的な距離や空間・

時間にとらわれず，県民が平等に情報共有・情報

交換を行う場の提供です」と続く.さらに， rイ
ンターネットを流れる情報は増え続けています.

その一方であふれる情報の中から，“あなた"が

必要とする情報を収集するサーピスが生まれるで

しょう.それは提供者(企業・地域ボランティアな

ど)も，内容(身近な生活，ピジネスの飛躍)も

さまざまで，“あなた"を中心として，インター

ネットの活用を助けるものでしょう.そういう世

界を想定して，私たちは「行政Jというテーマで
どんなサーピスが提供できるかを考えました」と

いうのだ.

そこで必要な時に，必要な行政情報を入手する

ことができる「オンデマンド行政」を標梼l"全

部の謀や室がホームページを開いて，取り組んで

いる仕事の内容を説明している.知りたい内容を

自由語で検索したり，組織から選んだりと，検索

の方法もよく考えられている.他の自治体のホー

ムベージと比べて相当に充実した内容で，行政を

県民に関かれたものにするのに役立っているとい

えよう.

以上，地域情報化への取り組みとしての岡山情

報ハイウェイの優れた点を評価したが，無言量，物

足りない点も多い.

例えばモデル実験の成功例として県情報政策課

があげた一つに県北の過疎地，英田郡東粟倉村と

岡村の現代玩具博物館が闘いた「国際おもちャコ

ンテスト」がある.インターネットを通じて宣f云

l"参加を呼びかけたところ，世界各国から96年

度は自6件(囲内72，海外24)，97年度は127件(囲

内84，海タ1-43)の応募があり，国際色豊かな催し

を聞くことが出来た.作品は東京，大阪，広島で

の巡回展示もし，大いに盛り上がった.ただし，

その後どうなったのか，インターネットで捜して

も，一向に見つからない.どうやら根付かせると

ころまではいかなかったようである.

ホームページによる行政情報の公開にしても，

都合の良い情報だけしか掲載されておらず，まだ

まだ宣伝の域を出ていない，という見方も出来る.

例えば「情報ハイウェイ」の説明はていねいにさ

れているのだが，どれだけコストがかかっている

のかといった予算や決算はまったく触れられてい

ない.r県民と行政との情報共有の実現」は，ま
だ途上にあるといえよう. 

. 高知県'情報生活維新 rKocm2001 PLANJ 

橋本大二郎知事がリードする高知県も，情報化

に熱心に取り組みだした県として注目されている.

その橋本知事が2期目途中の1997年度から取り組

んだのが，情報化によって新しい社会経済システ

ムを作ろうという「社会実験jの高知県情報生活

維新 rKOC回 2001PLANJだ.

県民，民間企業，大学，国，県や市町村等々，

幅広い分野の連携・協働で，地方からの新たな社

会経済や生活のあり方を提案する「情報生活維新」

を目指す，というもので， 97年度からの5年間の

計画になっている.

具体的には，マ過疎化，高齢化地域の新しいラ

イフスタイルの樹立マ97年4月間学の高知工科大

学を中心とした産・学・宮の連携による産業振興

マ情報化を手段とした地方の活性化の手法の開発

マ中央との，あるいは県内での遠隔性の克服を目

指し，生活者の視点にたった横断的な情報化一ー

の4つの考え方に基づいて， 10!耳目のプロジェク

トを展開している.
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そのプロジェクトは

マ高齢化社会に対応した総合的な情報システムを

構築する「幡多地域保健・医療・福祉モデルシ

ステムJ
マ小中高の教育の情報化，人材育成，生涯教育な

どを進める iDREAMNETJ 

マ行政情報を身近に取得できるようにする「行政

情報・窓口サーピスネットワークJ

マ高知新港を核と Lた総合物流体系を構築する

iED I . FAZ研究J

マ情報化による産学官連携，産業の活性化を狙う

「オ7イスアJレカデイア・テレワーク実験j

マ首都圏からの時間距離が日本の中でも最も遠い

といわれる幡多地域に，ネットワークを活用し

て情報産業を創造する「幡多四万トデジタルピ

レッジ」

マ道路交通に関する主主合的な情報通信システムを

活用して地域を活性化する iKoCoRo'99(コ

ウチ・コミュニケーション・ロード'99)/地域

I T SJ 

マ高知工科大学を核に衛星通信などでアジア大平

洋地域との交流を図る「アジアハプ情報ネット

ワークJ

マ平常時でも有効活用できる「総合防災情報シス

テム」の開発

マ地域格差のない行政情報サーピスの提供や，各

種情報化プロジェクト実現の前提となる高度で

高速の通信基盤を作る「高知県情報スーパーハ

イウェイ」ーーーである.

97年の高知工科大学の関学と向時期に iPLANJ

が作られたことから読み取れるように， i公設民

営」の同大学との連携が強く釘ち出されている.

これまで目立った成呆を上げているのは，小-中

高校の情報化を進めるDREAMNET (ドリー

ムネット)で， 98年11月1日には iDデーJと名

づけられたボランティア活動を繰り広げ，中山間

地の小学校.47校に中古パソコンを配布してインター

ネットに接続した.この時も同大学生が大活躍し

たが，今年は11月7日(日)に，同大学生が実行

委員会を作り，産・官のサポートを得ながら22の

小学校のネット接続をすることになっている.

ただし情報スーパーハイウェイの方は，岡山県

とはかなり様子が違う.スーパーハイウェイの利

用者を県民から募集し，応募した55件のうち51件

の利用を認めて無料で利用させているのだが，期

間が1年間という制限付きだ.i民間のプロパイ

ダーを圧迫してはいけないので，一つのきっかけ

づくりJが狙いだというが 1年限りの接続でど
の程度効果が上がるのか疑問がある.情報企画課

によると，むしろ53市町村を情報スーパーハイウェ

イに接続し， i役場職員のスキルを高め，リーダ」

役を育てる」効呆が大きいという だが，各市町

村に割り当てる「メールアドレスJは，首長用と

代表部署用とのそれぞれ2つずつという.いかに

も窮屈で不自由な感じがするのだが，不都合はな

いのだろうか.

岡山県との違いでもっと大きいのは，回線を白

設するのではなく， NTTから借りていることだ

事業のための予算は97年度から2001年度までの5

年間で100億円と，むしろ岡山よりかかるのだが，

「通信技術は進歩が早く，先が見えなかったので，

自前で投資して無駄になる危険性を考えて」とい

うのだ しかし，民業圧迫を恐れて自由に開放で

きないのも，どうやらNTTに肝心の所を握られ

ているためのようである. 

. 岐阜県

現在3期目の梶原拓知事の強い指導力で情報化

に力を入れているのが岐阜県だ.梶原知事は建設

省出身だが，岐阜県副知事に就任した1985年に

『都市情報学Jr道路情報学J(いずれも，ぎょう
せい刊)といった著書を出すなど，早くから情報

化に関心を寄せてきた.

その梶原知事が最初に力を入れたのが，ハイビ

ジョンの導入だ.1989年には岐阜県美術館に世界

初のハイビジョンギャラリーを設け，以降，県の

拠点施設などへのハイピジョン導入，県民参加に

よるハイビジョン・ソフトづくり，ハイピジョン

を中心にしたイベントの開催，ハイビジョン関連

産業の育成・活用などに取り組んできた.



22 地域の情報政策 その歴史と課題，展望.岡山県情報ハイウェイと他地域を比較して

その後，知事の造語による「情場(jcトjo)Jづ

く切を目指すということにまり，情報生産の拠点と

なる施設や情報交流施設を県下各地に作ってきた.

その代表が，大垣市のソフトピアジャパンだ.

市郊外の広々とした田園地帯にひときわ目立つ13

階建てのロケットのような建物仁付属の「大垣

市情報工房」を建て.r高度情報基地ぎふ(情場)
の中核拠点」と位置づけた.最新設備を備えたマ

ルチメディア研究開発室，ビデオ編集室，マルチ

メディア実習室や，県民への啓蒙普及を狙った体

験型情報科学館「メディアプラザJなどを設け，

題国に造成した研究開発団地のスタッ7らにも役

立てる.

この施設は，同じ大垣市に設立した国際情報科

学芸術アカデミーとも連動する.こちらは大学院

レベルの，県立の人材育成組織で.r優れた芸術
表現やネットワーク技術を駆使してマルチメディ

ア文化を世界に発信していけるメディアマスター」

や.rマルチメディア創作，ネットワーク技術に
関する知識・能力を持つメディアタリエーターや

メディアエンジニア」を育成するのが目的だ.

さらに各務原市には rVRテクノジャパン」も

設けた.これは，パーチヤJレ・リアリティ (VR)

技術によって高度な生産体制jの確立，製品の高付

加価値化(超ハイテクオーダーメイドのモノづく

り)という地域産業の高度化を目指し.VR技術

の世界的な研究開発拠点にしようというものだ.

ここには県内の各試験研究機関を統括した岐阜

県科学技術振興センタ}と. VR技術の技術支援

と研究開発をする(株)VRテクノセンターとい

う2つの産業支援機関が入った「テクノプラザJ
が98年11月にオープン.周囲の分譲地への先端産

業の誘致を進めている.

岐阜県は，知事が先頭に立って情報化に力を入

れてきただけに，都道府県レベルでは最先端の情

報先進県といえる.例えば.98年9月段階での学

校のインターネット接続は99%と，全国平均の18.7

%とは比較にならない高さだ (http://www.

田onbu.go・jp/special/血edia/ 00000017 / ken6. 

htm. http://www.monbu.go・jp/speci叫/media

/00000017/ ken6.htm.また98年版通信白書によ

ると，インターネット古ま接続できる小中学校，高

等学校の割合は岐阜県が98.0%で，それ以外の都

道府県は50%以下).最近は1Cカードシステム

の導入なども推進しており，県のホームページを

見ると，総合的に取り組んでいることが分かる.

情報化以外のテーマについても，ホームページの

充実ぷりは他県に比べ際立っている.

ただし気になるのは，いわゆる「ハコモノ」を

中心に投資金額がふくらんでいることだ.ソフト

ピアジャパンには，ざっと350億円をかけたとい

う.しかも国庫補助を受けると事業に制約を受け，

事業計画も自主性が薄れて創造性のある人材の育

成につながらないという理由で，自前で事業を進

めている.r次の持代を考え，住民の幸せのため
に何が必要か，時代を先取りして布石していくの

が行政マンの仕事」と安藤隆年・ソフトピ7・ジャ

パン副理事長(98年2月の取材当時)は話した.普

通の自治体には真似の出来ないほどのカの入れ方

だが，それが成功なのか否か，結論が出るのには

数年，あるいは十数年かかるのではなかろうか. 

. 後れ取る広島

以上は「先進地Jの3県を点検したが，呉大学

の地元広島県は，情報化への取り組みはかなり遅

れている，といわざるを得ない.

まず地域情報化の前提になる自治体行政内部の

情報化が，遅れている 自治省情報政策室が98年

4月1日現在で実施した，地方公共団体の「行政

情報化 (OA化)の状況調査」によると.47都道

府県のうち91.5%の43団体が庁内LANを利用し

ている.だが.広島県はようやく 99年度に庁内

LANの敷設工事をした段階だ.特別区や指定都

市を除〈一般の市では658のうち58.7%に当たる3

86市が利用していたが，呉市も99年度で配線工事

をして利用を始めたところである. LANは，コ

ンピューターをネットワークの一環として利用す

るもので，今の時点では，組織がどれだけ情報を

効率良く使っているかの指標になると恩われる古t
この点だけを見ても広島県や呉市の遅れが歴然と
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している.

自治省が91年に「地域情報化計画J策定の重要

性を指摘したことは先述したが，呉市にはまだそ

れもない.広島県は97年3月「高度情報化ビジョ

ンひろしま高度情報化宣言Jを策定した.だが，

「県民の安心で豊かな生活の実現J1産業構造改革

の実現J1県内外・圏外との活発で多彩な情報交
流の実現J1県民のための健全な情報環境の実現j
という 4つの到達目標，それに「基礎づくり」

「豊かさ作りHふるさと情報化パイロットHヴアー
チャル県庁構築J1行政情報化推進Jに5分した
リーディングプロジェクトとも，抽象的で，具体

的な計画を伴っているのはわずかにすぎない.

広島県はようやく99年度に，広島，呉，東広島

の三市間を，光ファイパーで結ぶ「情報トライア

ングル」の整備に乗り出した.例えば現在，

64Kbpsの通常の電話回線では三時間半かかるレ

ントゲン写真十枚の送信が， .622Mbpsの速さに

よって1.3秒で可能になるという高速通信回線を，

建設省の道路管理用光ファイパーなども利用しな

がら整備しようというものだ.現在，これを利用

する実験参加者を募集中だが，実験期間が2000，

2001の2年度に限られていることや，広島，東広

島，呉の3市にそれぞれ1カ所ずつ設けられるア

クセスポイントまでの通信は自己負担で行わねば

ならないことなどから，どんな実験が出てくるの

か疑問視する向きもある.何より，実験参加には

様々の条件がついており， 1回線は開放するから，
自由に実験してくださいJという岡山県との姿勢

の差が大きい.

7.情報公開への結び付吋を

地域情報化政策で取り上げられてきたテーマは，

行政事務の効率化に始まり，役所の窓口事務が遠

隔地でも，いつでも利用できるようにする住民サー

ピスの改善，図書館・スポーツ施設などの公共施

設を利用しやすくするためのシステムづくり，医

療や福祉への貢献，教育への支援，産業振興など

多岐にわたる.

この稿では，インタ}ネット時代を迎えて「情

報革命」がようやく本格化したという立場に立っ

て，インターネットの利用環境を整えるのに自治

体がどういう役割jを呆たすべきかという面に力点

を置きながら，いくつかの地域情報化の進め方を

点検した.

インターネットはすでに，行政の在り方を大き

く変えつつある.中央省庁聞を結ぶイントラネッ

トである通称「震が関 WAN(広域情報通信網)J

古溝勤して1年あまり.1今では 1日平均1万通

以上のメールが飛び交い， r忙しい折衝相手をつ
かまえる苦労をしなくてすむ省庁間メールは，完

全に定着したjと旗振り役の総務庁.99年5月に

始まった中央省庁再編では，改正が必要となった

1300あまりの法案をすべて電子文書化してネット

上に公開.各省庁の担当者は，これまでファクス

と電話でやり取りしていた書類を，電子化された

ファイルで受け取ることになった.法案の折衝段

階で霞が関の役所の内外を膨大な紙の束が飛び交

う風景がすっかり姿を消したJと，日経ビジネス

99年目月29日号は伝えている.また9月5日の日

本経済新聞「春秋」は「すでに実施しているイン

ターネットのホームベージで国民の意見を聞くパ

ブリツクコメント制と合わせると，霞が関の情報

革命は急ピッチで進んでいるjと指摘する.

資材の調達や工事情報を公開する動きも始まっ

ている.例えば埼玉県は「入札契約情報Jという

ホームベージで，入札結果や発注予定工事の一覧

を公開している.入札結果には，入札対象額(設

計額) 1億円以上の入札について，随意契約か一

般競争入札かなどの契約方法や入札予定価格，調

査基準価格，契約者名，落札額などが表示されて

いる.こうしたことが一般化すれば談合がしにく

くなり， 13害jは高いJなどと言われることが多

い公共工事のコスト削減につながることになる.

またCATVなどによる議会の中継が各地で始まっ
ている.視1車率は決して高いとはいえないが，地

域の大問題曲議会で取り上げられるような事態が

起これば関心古清まるのは間違いない.現在でも，

議員さんたちの緊張感仁住民の自治体行政への
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関心を高めるのに寄与しており，議事録がインター

ネットでも公開されるようになれば，より利用し

やすくなる.

国の情報公開法に先行して，多くの自治体では

情報公開条例が作られ，情報公開制度古さ整備され

てきている だが，これがインターネットによる

情報公開に結び付いている例はまだ少ない.

行政の透明性確保と，効率を上げるという両面

から，役人の仕事は文書にして残L公開する，と

いうことが求められるようになってきている.こ

れらの文書はパソコン・ワープロで作られ，最初

から電子化されているのだから，インターネット

上で公開するのにさほどの手聞はかからない.

「電子政府Jr電子県庁Jr電子市役所Jなどが，
言葉通り実現する日は近いが，そうなれば行政の

あり方は大きく変わることになる.

電子化文書のインターネット上での公開といっ

ても，筆者自身がこの原稿をホ」ムページに載せ

る技術をまだ習得していないように.r情報革命J
はまだ始まったばかりである.自治体のホームペー

ジの内容は相当にばらつきがあり，利用のしやす

さもまちまちだが，だれもが見やすいように利用

環境を改善する努力とともに，真の意味での情報

公開に結び付ける努力が求められる.

8.おわりに

99年7月12日に東京であった「次世代インター

ネットがもたらす新しい経済社会」というシンポ

ジウム (21世紀情報化政策研究会，世界情報通信

サミット推進フォーラム共済)で，米国政府のデ

ジタル化政策をリードしてきた元米大統領府特別

補佐宮のマイケル・ネルソン (MichaelR.Nelson) 

.現米IBMインターネットテクノロジー担当ディ

レクターは. 18世紀の英国兵士の歌の rWe

won't know where we're going 'til we're there 

(我々はそこに行き着くまで，どこへ向かってい

るのかを知らない)Jという歌詞をあげて，現在

進行中の情報革命の進展ぶりを話した 銃を撃つ

のは，普通は ready(用意).aim 目標).fire 

(発射)の手順を踏むが，インターネ、ノトの世界は

今や白血を定める余裕もなく走っている.とこ

ろが日本は白血 ai血 ai皿ばかりだ，と皮肉っ

た.

同じ席で通産省の安延申・機械情報産業局電子

政策課長は「次世代インターネットと電子商取引

の時代に政府に求められる役割」と題して話L.
マ政府は，情報技術(1 T = lnformation Tech 
nology)の最大の需要家なので，社会・ピジネ

スの電子商取引利用に先導的役割を呆たすべきだ

(電子政府の実現)マ現実の様々な経済・社会制

度は.r実世界」における人々の活動を前提に構
築されたものだが，サイバー社会では，それに合っ

た新しいJレ-)レ作りが重要になり，政府は各種の

規制経和などで役割を果さなければならないマ米

国の次世代インタ一月、ット (NG 1 =Next Gene-

ration lnternetl.日本のギガピットネットワー

ク，教育インターネットのように，多くの人々・

企業古苛Jj用できるインフラストラクチャー(テス

トベッド)の提供マ公共財的性格を有する基盤技

術開発や標準の形成，などを挙げた.これは地方

政府にとっても同じだと言えよう.

日本の地域情報化政策は失敗の連続だったが，

「インターネット革命」の到来によって，情報技

術がようやく一般の人々にも使えるものになりつ

つある.地方自治体にとっても，岐阜県ほどの大

胆な踏み込み方をするかどうかはともかく，賢明

な政策を選択し，それを実行する役割が求められ

ている，政府の支援策も，これまでのような全国

一律の水準引き上げを重視したものから，自らの

努力で事業を展開する地域への支援を厚くする，

という方向へ変わってきている.

地域の情報環境をどれだけ魅力あるものにし，

地域の発展に結び付けるか，地方自治体の首長や

情報政策担当者の，知恵と実行力が本当に試され

る時代を迎えたといえよう.




